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５ 条例案に対する意見の提出

地方公務員法第５条第２項の規定により県議会において意見を求められた次の条例案

について、慎重に審議し、次のとおり意見を提出した。

提出年月日 条例の名称 制 定 ・ 改 廃 の 概 要 意 見

27.6.24 被 用者年金制度 改正内容 適当なも

の一元化等を図 １ 概要 のと考え

るための厚生年 被用者年金制度の一元化等を図るための ます。

金保険法等の一 厚生年金保険法等の一部を改正する法律の

部を改正する法 施行（平成27年10月１日）により厚生年金

律の施行に伴う 保険法及び地方公務員等共済組合法が改正

関係条例の整理 されることに伴い、関係条例の規定につい

に関する条例 て所要の改正を行うもの

２ 内容

条例において「地方公務員等共済組合法」

を引用している条項を、「厚生年金保険法」

を引用する形に改正する。

３ 実施時期

平成27年10月１日

27.12.2 地 方公務員法及 改正内容 適当なも

び地方独立行政 １ 概要 のと考え

法人法の一部を 地方公務員法及び地方独立行政法人法の ます。

改正する法律の 一部を改正する法律の施行（平成28年４月

施行に伴う関係 １日）に伴い、関係条例の規定について所

条例の整理に関 要の改正を行うもの

する条例 ２ 内容

ア 地方公務員法の改正箇所を引用してい

る条例中の項ズレの修正

イ 地方公務員法の改正箇所を根拠として

いる人事行政の運営等の状況の公表に係

る事項を追加

ウ 昇給について、４月から翌年３月まで

の１年間の人事評価の結果を、翌年度の

昇給の基礎として活用するよう表現を改

正

エ 勤勉手当について、４月から９月まで

の人事評価の結果を 12月期の勤勉手当

の、10月から翌年３月までの人事評価の

結果を６月期の勤勉手当の、それぞれ基
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提出年月日 条例の名称 制 定 ・ 改 廃 の 概 要 意 見

礎として活用するよう表現を改正

オ その他文言修正

３ 実施時期

平成28年４月１日

ただし、ウについては平成29年度の昇給

から、エについては平成28年12月期の勤勉

手当から、それぞれ活用、実施

職員の退職管理 制定内容 適当なも

に関する条例 １ 概要 のと考え

地方公務員法第38条の２第８項及び第38 ます。

条の６第２項の規定に基づき、職員の退職

管理に関し必要な事項を定めるもの

２ 内容

ア 離職後２年間、国の部課長相当職に就

いていたときの職務に関する働きかけの

禁止について、条例で定めることにより

可能にする。

イ 職員であった者に対し、離職後２年間、

再就職情報を届け出させることについ

て、条例で定めることにより可能とする。

ウ この条例に定めるもののほか、職員の

退職管理の実施に関し必要な事項は、人

事委員会規則で定める。

３ 実施時期

平成28年４月１日

28.2.23 行 政不服審査法 改正内容 適当なも

の施行に伴う関 １ 概要 のと考え

係条例の整備に 行政不服審査法（新法）の施行（平成28 ます。

関する条例 年４月１日）に伴い、関係条例の規定につ

いて所要の改正を行うもの

２ 内容

条例において旧法を引用している条項等

の修正及び用語の改正

３ 実施時期

平成28年４月１日
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提出年月日 条例の名称 制 定 ・ 改 廃 の 概 要 意 見

一般職の職員の 改正内容 適当なも

給与に関する条 １ 概要 のと考え

例等の一部を改 (1) 平成27年４月の民間給与との比較によ ます。

正する条例 る給与改定等

ア 給料表に係る改正

給料月額について、初任給を含む若

年層に重点を置いた引上げ改定を行

う。

イ 初任給調整手当に係る改正

(ｱ) 医療職給料表（一）の適用を受

ける医師及び歯科医師等に対する

支給月額の限度を 412, 2 0 0円とす

る。

(ｲ) 医療職給料表（一）以外の給料

表の適用を受ける医師及び歯科医

師で、医学又は歯学に関する専門

的知識を必要とする職にあるもの

に対する支給月額の限度を50,300

円とする。

ウ 期末・勤勉手当に係る改正

平成27年度及び平成28年度以降の支

給割合を当委員会の勧告どおり引き上

げる。

(2) 特殊勤務手当に係る改正

爆発物容疑物件に係る作業に対する爆

発物処理等作業手当の手当額を、作業に

従事した日１日当たり容疑物件１件につ

き5,200円とする。

(3) 給与控除に係る改正

「職員に支給すべき給与」から控除で

きるものを追加する。

(4) その他

平成25年に災害派遣手当等として「新

型インフルエンザ等緊急事態派遣手当」

を新設したことに伴い、手当の名称を引

用している条項にこれを追加する。

２ 実施時期

(1) 平成27年４月の民間給与との比較によ
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提出年月日 条例の名称 制 定 ･ 改 廃 の 概 要 意 見

る給与改定等

平成27年４月１日

(2) 特殊勤務手当に係る改正

平成28年４月１日

(3) 給与控除に係る改正

平成28年４月１日

(4) その他

平成27年４月１日


